
令和 6 年 3 月１８日 

内閣総理大臣 岸 田 文 雄 殿 

富山県知事 新田 八朗 

衆議院議員 橘 慶一郎 

                        衆議院議員 田畑 裕明 

                        衆議院議員 上田 英俊 

                        参議院議員 野上浩太郎 

                        参議院議員 堂故  茂 

                         

要  望  書 

 

令和６年能登半島地震により被災した地域の復旧・復興、被災者へ

の支援等について次のとおり要望申し上げます。 

 

１ 液状化対策などへの支援について 

被害や地域の実情を踏まえた技術的支援、対策工事が多額となる

ことから「宅地液状化防止事業」の弾力的な運用と補助率の引上げ

など地盤強化への十分な支援、応急修理制度の支給額拡充、さらに、

損壊家屋が 1 万４千件に及び耐震化事業を進めていく必要がある

ことから「住宅・建築物耐震改修事業」（社会資本整備総合交付金）

の所要額確保と交付限度額引上げに必要な財政的支援の拡充 

 

２ 被災者の生活再建支援について 

地域福祉推進支援臨時特例交付金の富山県内の被災世帯への対

象拡充など、被害の実情に応じた国による支援拡充や地方が単独で

行う支援への財政措置 

 

 



３ 中小企業等への追加支援について 

中小企業等の被害に関し、新たに液状化などの大きな被害が判明

した場合などの追加支援              

 

４ 北陸応援割について 

被災した黒部峡谷鉄道の全線開業の遅れや、黒部宇奈月キャニオ

ンルートの一般開放延期、能登地域を周遊する旅行商品の催行不能

などによる損失が甚大なため、北陸応援割の割引原資の追加配分と

実施期間の延長 

 

５ 公共インフラの復旧等に関する支援について 

公共土木施設や農林水産業施設、デジタル田園都市国家構想・地

方創生に資する施設、福祉施設、学校等文教施設・文化財などの早

期復旧に向けた、予算の十分な確保や技術的指導、災害査定の円滑

な実施などの支援 

 

６ 復旧・復興に向けた中期的・継続的な財政支援について 

今後、新たに判明する課題を含め、復旧・復興に迅速かつ適切に

対応するための特別交付税の配分への配慮をはじめとする県及び

市町村への中期的・継続的な財政支援 

 

７ 防災・減災、国土強靱化に向けた取組みの推進について 

（１）防災・減災、国土強靱化に必要な予算の中期的な計画に基づく、

資材価格等の高騰にも対応した別枠での継続・安定的な確保 

（２）広域支援ルートとなる能越自動車道、東海北陸自動車道など緊

急輸送道路の早期復旧・整備推進 


